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令和７年度　野木町施政方針
<ＳＤＧｓ（持続可能な開発目標）を推進します >

- 予算編成の基本方針 -

　新年度予算案につきましては、国や県の補助金などを活用して財源を確保し、持続可能な

予算編成といたしました。

　令和７年度一般会計予算（案）は、９９億３,３００万円とし、昨年度と比較して、１０億８，２００万

円、約１２．２％の増としたところであります。予算総額については、野木工業団地内道路改良

事業費拠出や児童手当給付事業費の増額等が増えた主な理由となっておりますが、継続的に

３重点施策を確実に推進するための予算組みは変わりなく踏襲しております。

　また、４つの特別会計予算（案）の合計は、５３億１，５９０万円とし、昨年度と比較して 

２，１８３万円、約０．４％の減額となっております。

　国民健康保険特別会計は、被保険者の減少等により減額となり、高齢化の進展に伴う被保

険者数の増加により後期高齢者医療特別会計は増額となっております。介護保険特別会計に

つきましては、近年の保険給付費の増減を踏まえた予算計上を行い、引き続き安定した介護

保険事業を行ってまいります。

　水道事業会計および下水道事業会計につきましては、地方公営企業法に則し、適正な運営

を行ってまいります。

　また、将来にわたり、安定的な上下水道サービスを維持するため、堅実な経営に努めて 

まいります。

　近年、海外においてはロシアによるウクライナ侵攻の長期化等不安

定な国際情勢が続いていることや国際的な原材料価格の上昇、円安の

影響により物価が高騰し、町民の皆様の家計にも大きな影響が及んで

いると思います。また、国内に目を向けますと、能登半島では令和６

年１月の地震、９月の豪雨と続けて甚大な災害が発生し、人的被害は

もとよりインフラや住家被害の復旧がまだ道半ばであります。また 

直近の大船渡市での山火事等を対岸の火事とせず、自分事として捉

え、野木町としても災害への備えの重要性を再認識し、誰もが安全に

安心して暮らしていける施策を優先的に推進する必要があると考えて 

おります。

　我が国は、深刻な少子高齢化・人口減少社会を迎え、野木町もその

流れに対応する町政運営が求められております。この状況に的確に 
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対応するため、町の魅力をさらに磨き上げ、「住んでみたい」「住んでよかった」「これからも住み

続けたい」と思っていただけるような「誰もが幸せを感じる町、野木町」を目指してまいります。

そして、子どもから高齢者まで、誰もが住みやすく暮らしやすい環境を整えることで、全世代型

のまちづくりを推進し、年齢を問わず誰もが安心して暮らせるよう、地域のコミュニティ、日常

生活に不可欠なサービスを維持してまいります。その実現のために、戦略的に取り組んでいく 

施策として、引き続き「安全・安心のまちづくり」「少子高齢化対策」「町の活性化策」の３重点施策

を中心に推進を図ってまいります。




